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○東日本大震災の避難者に係る保険税減免等に対 (1)
する補助金

・災害臨時特例補助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　介護分

資格の遡りの取り扱いを想定した科目設定

令和２年度宮代町国民健康保険特別会計予算総括表

・一般被保険者　　　医療分　普通徴収　徴収率9４.0％(94.5)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　特別徴収　　　〃　100％(100%)

　　　　　　　　　　　　　後期分　普通徴収　　　〃94.0％(94.5%)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特別徴収　　〃　100％(100%)

　　　　　　　　　　　　　介護分　普通徴収　　〃　93.0％(93.3%)

　　　　　　　　　　　　　　滞納繰越医療分

　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　後期分

19.0%

1

689,351

増　減　理　由
被保険者数の減少による減　8,238人→7,708人

単位：千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　後期分

　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　介護分

【歳　入】

項　　　　　　　目

716,067 △ 26,716国 民 健 康 保 険 税1

1 0.0%2 国 庫 支 出 金

-3.7%

0.0%0

・退職被保険者　　　 医療分　徴収率99％(99%)

　　　　　　　　　　　　　　後期分　　〃　　99％(99%)

　　　　　　　　　　　　　　介護分　　〃　　99％(99%)

　　　　　　　　　　　　　　滞納繰越医療分

制度実施の不確定による科目設定



被保険者数の減少(8,238人→7,708人)に伴う保険給付費等
交付金の減
・保険給付費等交付金　普通交付金(保険給付費分） 2,583,627

(2,700,683)
　　　　　　　　　　　特別交付金 44,250
　 (49,101)
【主な内訳】 ○医療費適正化、保健事業の取組状況に対して交 15,204

付される保険者努力支援分 (15,415)
　　　　　　　　　　○町の特別な事情がある場合に交付される国特別 1

調整交付金(例:精神疾患) (935)
○医療費適正化などの事業費に交付される県繰入 16,951
金2号分 (20,870)
○特定健康診査等負担金分 12,094

(11,881)
1

○災害等のやむを得ない事情により収入不足が生 (1)
じた場合の交付金

1

(1)

89,388
○税の軽減の対象となった被保険者分の軽減額の (94,525)
町からの繰入金

48,959
○税の軽減の対象となった被保険者数の人数に応 (50,176)
じた一定割合の額の町からの繰入金

・職員給与費
等繰入金

66,388
　 (68,912)
　
内訳

○保険証の交付、各種お知らせ経費 13,225
○税金の賦課、徴収に係る経費 6,507
○県国保連合会納付金分 500
○国保運営協議会運営費分 490

10,080
(11,200)
13,966

○税の減収及び医療費の増加に着目して国保財政
の健全化に資するために国から財政措置され (13,035)

　 た町からの繰入金

78,137
○歳入が歳出に対して不足する額の町からの繰入金 (132,749)

･財政安定化基金交付金

減少に伴う保険基盤安定繰入金の減額

出産費基金の科目設定

・出産育児一時金繰入金

・財政安定化支援事業繰入金

・その他一般会計繰入金

2,627,878

△ 63,679

72.4%

0 0.0%

赤字額の解消に伴う法定外繰入金、対象者数の

-17.2%

2,749,785 △ 121,907

0.0%

-4.4%3

306,918繰 入 金5

4 1

県 支 出 金

財 産 収 入

370,597
8.5%

･利子及び配当金　出産費基金利子

・保険基盤安定繰入金(保険税軽減分)

・保険基盤安定繰入金(保険者支援分)

1



科目設定
1

(1)
・その他繰越金 1

(1)

よる減額
4,601

○納期限までに納付されなかった税の遅延期間に応じ
て徴収する延滞金 (5,003)

･町預金利子 1
○国保特別会計現金の運用利子 (1)

4
○給付事由が第三者の行為によって発生した場合 (4)
の損害賠償金及び被保険者に係わる不正・不当な

医療費の返納金

743
　 ○胃がん、肺がん、子宮頸がん、乳がん検診 (862)

3,629,500 3,842,324 △ 212,824 -5.5% 100.0%

･第三者納付金等

被保険者数の減少(8,238人→7,708人）に伴う延滞金及
滞金及びがん検診個人負担金のＲ元年度の実績によ

･延滞金、加算金及び過料

△ 63,679

5,871 △ 522

・県等支出金前年度分繰越金

･雑入　　　　がん検診等個人負担金

-17.2%

2 0.0%

0.1%-8.9%

306,918

2

諸 収 入7 5,349

繰 入 金

6

合　　計

5

繰 越 金

(　)内は令和元年度予算

370,597

0.0%0



NO 2年度 元年度 増減 増減率 構成率

託料の減

・一般管理 事業運営に必要な事務経費 58,882
(61,767)

 【主な内訳】 ○レセプト点検員報酬、社会保険料 1,756
○一般職員人件費、旅費 43,216
○事務費(専門誌購読料、Pカートリッジ、封筒印 886
刷)

○郵便料及び電話料 2,877
○電算委託料(総合オンライン保守、計算料） 7,037
○職員退職手当組合負担金 3,030
○国保出産費基金への繰出金 1

・国保税賦課
徴収事業(税の

税の賦課に必要な事務経費 6,507
(7,202)

 【主な内訳】 ○事務費（督促状、催告書印刷、バインダーなど） 1,007
○郵便料及び口座振替手数料など 3,100
○税計算や納付書作成、梱包の委託料 2,400

500
(520)
490

(349)

費の減
2,233,211

○入院、入院外、歯科、調剤費、補装具、アンマ、 (2,345,091)
マッサージ、診療報酬明細書審査手数料など

･高額療養費
(自己負担限

350,530
○療養給付に要する自己負担額が政令で定めた (355,690)
額を超える額の給付

130
○緊急で医療機関に移送された場合の費用 (150)

15,128
○出産経費の一時金　1件当り42万円を上限 (16,809)

・葬祭諸費 3,400
○葬祭費用の一部　1件当り5万円 (3,400)

2

1.8%-5.0%

医療保険資格のオンライン確認等準備システム改修の終了

69,838

・埼玉県国保連合会負担金

項　　　　　　　目

2,721,140 △ 118,741 ・移送費

･出産育児諸費

被保険者数の減少(8,234人→7,708人)に伴う医療

及び被保険者数の減少に伴う通知などの郵便料、電算委

・療養諸費

単位:千円

71.7%

増　減　理　由

-4.4%

総 務 費 △ 3,459

保 険 給 付 費 2,602,399

66,379

・国保運営協議会委員報酬、委員及び職員旅費

1

【歳　出】



の減

575,790
(660,329)

･後期支援分 213,715
(226,038)

74,097
(70,051)

10

○被保険者の資格適正化資料の作成費 (10)

44,667
(42,680)

【主な内訳】 ○会計年度任用職員報酬(管理栄養士 4,755
電話予約、事務担当）

○健康運動指導士謝金 880
○受診勧奨啓発品、パンフレット、材料費など 807
○受診票印刷、受診勧奨はがき、封筒代など 495
○郵便料、受付予約電話料、受診者データ手数 2,698
料

○特定健診委託、血液検査委託 33,957
○特定健診データ管理システム使用料 396
○電話予約用インカム 55
○ＮＡＣＫ5への共同広報事業負担金 17

37,717

(37,420)

【主な内訳】 ○会計年度任用職員報酬(がん検診受付、健康マ 554

イレージ事務、健脚チャレンジ事務

○健康ステーション事業講師謝金 543

○健康マイレージ歩数計、キャンペーン記念品 2,354
○キャンペーン記念品郵送料、講座参加勧奨郵 425
便料、がん検診電話予約電話設置工事

○健脚チャレンジサポート委託、胃がん、肺がん 18,401

大腸がん、子宮頸がん、乳がん検診委託

○糖尿病性腎症重症化予防事業、健康マイレー 4,100
ジ負担金

2

2.3%

･その他共同事業拠出金

･疾病予防の実施経費

会計年度任用職員賃金及び人間ドック補助金の増

･介護納付金分

23.8%

･医療給付費分

2,721,140 △ 118,741

-9.7%956,418 △ 92,816

前年同額

0.0%

-4.4%

保 健 事 業 費5 84,271 82,079 2,192

保 険 給 付 費 2,602,399

･特定健康診査等の実施経費(特定健診受診率目標51％、
特定保健指導受診率目標41％)

被保険者数の減少(8,234人→7,708人に伴う医療費

863,602

2.7%

0%04 共 同 事 業 拠 出 金 10 10

国民健康保険事業費
納 付 金

3



○人間ドック受診補助金 11,340

1,887

(1,979)

【主な内訳】 ○ジェネリック医薬品利用差額通知作成、希望 99

シール作成

○医療費通知、ジェネリック医薬品利用差額通 1,785

知郵便料

○ジェネリック医薬品コールセンター利用料 3

前年同額 234
一時借入金の利子償還 (234)

前年同額
2,604

(2,604)
○国保税の還付 2,500
○県出金返還 1
○国保税の過誤納に係る還付加算金 103

・一般会計への繰出し 1
(1)

8 10,000 10,000 0 0
3,629,500 3,842,324 -212,824 -5.5% 100.0%

2.3%

･ジェネリック医薬品の普及、医療費通知の送付

2,605 0 0.0% 0.1%

・県への償還及び国保税の還付

(　)内は令和元年度予算

0 0.0% 0.0%公 債 費 234

保 健 事 業 費5 84,271 82,079 2,192 2.7%

合　　計

諸 支 出 金 2,605

6

予 備 費

7

234


